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バ
ン
ク
宣
言
の
メ
イ
ン
事
業
と
し
て

「
あ
き
ぎ
ん
長
活
き
学
校
」
を
開
校

さ
せ
た
ほ
か
、
新
た
な
地
域
社
会
づ

く
り
の
可
能
性
を
求
め
、
秋
田
プ
ラ

チ
ナ
タ
ウ
ン
研
究
会
の
運
営
を
進
め

て
お
り
ま
す
。

　

当
行
と
地
域
は
一
体
の
関
係
に
あ

り
、
地
域
の
発
展
な
く
し
て
当
行
の

成
長
は
あ
り
ま
せ
ん
。
こ
れ
ら
の
施

策
の
み
な
ら
ず
、
今
後
も
中
期
経
営

計
画
に
基
づ
く
様
々
な
施
策
に
着
実

に
取
り
組
む
こ
と
で
「
地
域
経
済
の

活
性
化
」
や
「
住
み
よ
い
地
域
社
会
」

を
実
現
し
、
地
域
と
と
も
に
当
行
も

持
続
的
に
成
長
す
る
好
循
環
を
形
成

し
て
ま
い
り
ま
す
。

　

役
職
員
一
同
、
精
一
杯
努
力
し
て

い
く
所
存
で
ご
ざ
い
ま
す
の
で
、
皆

さ
ま
に
は
引
き
続
き
一
層
の
ご
支

援
、
ご
愛
顧
を
賜
り
ま
す
よ
う
、
よ

ろ
し
く
お
願
い
申
し
あ
げ
ま
す
。

不
可
欠
で
あ
り
、
そ
の
打
開
策
の
ひ

と
つ
が
地
元
企
業
に
対
す
る
支
援
お

よ
び
産
業
の
育
成
に
あ
る
と
考
え
て

お
り
ま
す
。
ま
た
、
地
域
社
会
の
活

力
を
創
出
し
て
い
く
こ
と
が
地
域
活

性
化
の
実
現
に
向
け
た
も
う
ひ
と
つ

の
柱
と
考
え
て
お
り
、「
住
み
よ
い

地
域
づ
く
り
」
に
も
取
り
組
ん
で
お

り
ま
す
。
秋
田
県
は
全
国
の
な
か
で

も
高
齢
化
が
進
ん
で
お
り
ま
す
が
、

高
齢
者
が
長
く
活
躍
す
る
地
域
社
会

を
実
現
す
る
こ
と
に
よ
り
日
本
一
活

力
の
あ
る
県
に
な
る
こ
と
が
で
き
る

と
い
う
こ
と
で
あ
り
、
高
齢
化
へ
の

対
応
を
特
に
強
化
し
て
お
り
ま
す
。

　

当
行
で
は
平
成
28
年
度
か
ら
の
３

年
間
を
計
画
期
間
と
し
た
中
期
経
営

計
画
「《
あ
き
ぎ
ん
》
み
ら
い
プ
ロ

ジ
ェ
ク
ト
」を
策
定
し
て
お
り
ま
す
。

計
画
初
年
度
の
当
期
に
お
き
ま
し
て

は
、
お
取
引
先
の
海
外
市
場
の
開
拓

を
目
的
と
し
た
「
台
北
駐
在
員
事
務

所
」
の
開
設
や
、
大
学
の
有
す
る
技

術
を
地
域
と
連
携
し
て
活
用
す
る
た

め
に
地
域
版
Ｔ
Ｌ
Ｏ「
ネ
ッ
ト
ビ
ッ

ク
ス
プ
ラ
ス
」
を
立
ち
上
げ
、
地
元

企
業
の
支
援
態
勢
を
強
化
い
た
し
ま

し
た
。ま
た
、エ
イ
ジ
フ
レ
ン
ド
リ
ー

　

平
素
よ
り
秋
田
銀
行
を
ご
利
用
、

お
引
き
立
て
い
た
だ
き
、
誠
に
あ
り

が
と
う
ご
ざ
い
ま
す
。

　

こ
の
た
び
、
平
成
28
年
度
上
半
期

の
当
行
の
取
組
み
や
業
績
を
読
み
や

す
い
形
に
ま
と
め
た
「
Ａ
Ｋ
Ｉ
Ｔ
Ａ

Ｂ
Ａ
Ｎ
Ｋ　

Ｒ
Ｅ
Ｐ
Ｏ
Ｒ
Ｔ
」
を
作

成
い
た
し
ま
し
た
。
ぜ
ひ
、
ご
高
覧

い
た
だ
き
、
ご
参
考
に
し
て
い
た
だ

け
れ
ば
幸
い
で
す
。

　

さ
て
、
当
行
の
主
た
る
営
業
基
盤

で
あ
る
秋
田
県
は
、
少
子
高
齢
化
と

人
口
減
少
を
背
景
と
し
て
経
済
規
模

の
縮
小
や
地
域
コ
ミ
ュ
ニ
テ
ィ
の
希

薄
化
が
懸
念
さ
れ
る
な
ど
、
こ
れ
ま

で
経
験
し
た
こ
と
の
な
い
大
き
な
課

題
に
直
面
し
て
お
り
ま
す
。
地
域
が

将
来
に
わ
た
り
存
続
し
、
か
つ
持
続

的
に
発
展
し
て
い
く
た
め
に
は
、
こ

れ
ら
の
課
題
に
正
面
か
ら
向
き
合

い
、
地
域
活
力
を
創
造
す
る
取
組
み

を
展
開
し
て
い
く
必
要
が
あ
る
と
認

識
し
て
お
り
ま
す
。

　

当
行
で
は
こ
の
よ
う
な
環
境
に
お

い
て
今
後
も
秋
田
県
の
経
済
活
動
を

維
持
・
向
上
さ
せ
て
い
く
た
め
に
は

経
済
の
質
を
転
換
し
て
い
く
こ
と
が
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好
循
環
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形
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組
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す
。
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環
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に
取
組
み
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。
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・お客様ニーズに対応したサービスの提供
・シェア、お取引先数の増強

営業基盤拡大

地域経済の活性化

地域
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27年度 28年度 30年度

通期
目標
100

下半期
40

上半期
38上半期

19

下半期
38

事業性を重視した融資採択件数

《 あきぎん 》みらいプロジェク
 「地域経済の活性化」、「住みよい地域社会」を

戦戦略2

平成28年度～30年度　中期経営計画

 例1  取引先の企業価値向上に向けた取組み
→経営ビジョン、経営資源、強み・課題など事業性に対する深い理解
・取引先企業800社超の事業性を分析

→地域サポート部、㈱あきぎんリサーチ＆コンサル
ティングによる充実のサポート態勢
→専門アドバイザーの知見を活用した経営コンサル
ティング

・製造原価低減（製造工程、人員配置見直し）、収益性改善
・設備機械の評価、事業の将来性評価
・新商品開発、創業支援など

→ビジネスパートナーシッププロジェクト
・事業性の分析結果をもとに取引先企業と対話、課題共有、
積極支援

→売上高、営業利益率、労働生産性の改善など企業
価値向上を実現

 例2  海外を含めた市場開拓
→『特集』台北駐在員事務所開設！（５ページ）

地域企業・産業の積極的な成長支援

専門アドバイザーによる経営相談
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・専門性の高い人材育成
・盤石の経営組織態勢

人材・組織強化

住みよい地域社会の創出

活性化

ト  ～創りたい未来、 　　守りたい故郷～
実現し、当行も持続的に成長する好循環の形成

略1 戦略3

 例1  エイジフレンドリーバンク宣言～長活きする秋田へ
→高齢者の方々が、安心して長く利用できるサービスを提供
・ユニバーサルマナー有資格者　全店配置

→高齢者の方々が、活き活きと活躍しつづける場を創設
・あきぎん長活き学校開校
　“学び”を通じ、多くの人を活き活きと長く活躍するシニアに

→「日本一長活きする県」の実現

 例2  あきたプラチナタウン研究会
→『特集』ずっと暮らし続けられる地域づくり（7ページ）

地域高齢化への対応

「長活き」。 それは、活き活きと
長くいきることをあらわす、
新しい概念。

あきぎん長活き学校の授業

AKITA
BANK
REPORT
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台
湾
は
電
子
工
業
や
機
械
工
業
を
中
心
に
、世
界
で
も

有
数
の
技
術
水
準
を
備
え
て
い
ま
す
。
加
え
て
、
地
理
的

に
日
本
と
近
い
だ
け
で
な
く
親
日
的
な
土
地
柄
で
も
知
ら

れ
て
お
り
、日
本
企
業
が
数
多
く
進
出
し
て
い
ま
す
。

　

秋
田
県
に
お
い
て
も
そ
の
交
流
は
拡
大
し
て
お
り
、
台

湾
と
の
貿
易
額
は
近
年
、
堅
調
に
推
移
し
て
い
ま
す
。
昨

年
度
、
当
行
に
寄
せ
ら
れ
た
海
外
ビ
ジ
ネ
ス
に
関
す
る
ご

相
談
で
は
、
相
談
件
数
全
体
の
約
３
割
を
台
湾
が
占
め
、

対
象
国
別
で
は
第
1
位
と
な
る
な
ど
、
県
内
企
業
の
関
心

が
非
常
に
高
く
な
っ
て
い
ま
す
。

　

ま
た
、
県
は
誘
客
促
進
地
域
と
し
て
台
湾
を
重
点
に

据
え
、プ
ロ
モ
ー
シ
ョ
ン
活
動
を
積
極
的
に
展
開
し
て
い

ま
す
。 

平
成
27
年
度
の
県
内
の
国
別
宿
泊
者
数
は
台
湾
が

最
多
と
な
っ
て
お
り
、
観
光
分
野
に
お
い
て
も
本
県
と
の

交
流
は
非
常
に
活
発
に
な
っ
て
い
ま
す
。
今
後
も
い
ろ
い
ろ

な
分
野
で
の
交
流
が
加
速
し
て
い
く
も
の
と
考
え
ら
れ
て

い
ま
す
。

■台湾概況（外務省ＨＰより）

■日台関係

■台湾との貿易額推移（秋田県）

■当行相談件数割合

■台湾 34.4%
■中国 21.5%
■ベトナム 14.0%

■東南アジア全域 5.4%
■その他 24.7%

■国籍（出身地）別外国人
　延べ宿泊者数（秋田県）
■台湾 27.2%
■韓国 25.0%
■中国 7.8%

■アメリカ 6.7%
■香港 4.1%
■その他 29.2%

■輸出　■輸入

国土交通省観光庁
「宿泊旅行統計調査（平成27年確定値）」
（注）従業者数10人以上の施設

◉所長インタビュー
INTERVIEW

榎 和浩

秋田銀行 
台北駐在員事務所 所長

Q：台湾でビジネスすることの魅力（メリット）とは？
A:台湾では街のいたる所で“日本”あるいは“日式”と
いう文字の入った看板や日本語だけで書かれた看
板を目にします。これらの多くは台湾の地元企業が
日本風をアピールしているものです。“日本”が一つの
ブランドとなっていると言ってよいでしょう。台湾は
親日的と言われていますが、世界でこれほど日本の
文化や製品が受入られている地域は他にないと思
われます。
　一方で、言葉をはじめ物事の捉え方や習慣は中華
圏そのものであり、中国大陸のほか、東南アジアの
国 と々ビジネスおよび人的交流の両面で華人圏ネッ
トワークを形成しています。
　台湾の魅力は、日本の文化や製品を受け入れる
土壌があり、海外市場開拓へ向けたテストマーケ
ティングの地として最も適していることと、大中華圏
市場のゲートウェイとしての機能を持っている点にあ
ると思います。
Q：台北駐在員事務所の体制や業務内容は？
A:行員２名と現地採用のスタッフ１名の合計３名体
制で運営しています。業務内容としては、各種市場調
査等お取引先の取引開拓にかかる情報の収集、台
湾企業訪問時のアテンド、視察先のアレンジ等を
行っています。また、台北駐在員事務所内にはテレビ
会議システムを備え、台湾企業との商談の場としてお
取引先にご活用いただいております。
　なお、台北駐在員事務所には秋田県内の各市町村
のパンフレットのほか、伝統工芸品等を展示しており、
秋田県の魅力についてPRしています。
Q：今後の展開（抱負）は？
A:台湾には日本と同じようにさまざまな業種ごとに多
くの商工団体が存在します。毎月１回商工団体が一
堂に会し、各団体の担当者から日本との連携にかか
わる事業や取引実績の報告が行われています。また、
台湾経済部の台日産業連携推進オフィス（TJPO）な
ど、各省庁には日本との交流促進に関する事業を専
門に行う部署があります。
　台湾企業の多くは、日本の技術や製品、サービス、
ブランド力を取り入れ、台湾のみならず海外市場へ
の展開を望んでいます。さまざまな産業分野で、当行
のお取引先をご紹介し、ビジネスマッチングの創出に
取り組んでまいりたいと思います。

■ベトナム 14.0% ■中国 7.8% ■その他 29.2%

国土交通省観光庁
「宿泊旅行統計調査（平成27年確定値）

資料：函館税関「外国貿易年表」

6,000

5,000

4,000

3,000

2,000

1,000

0
21年 22年 23年 24年 25年 26年 27年

台
湾
に
つ
い
て

937
25

962

149
633

782

653

1,640

2,293

2,039

1,930

3,969

2,685

1,951

4,636

3,025

2,206

5,231

1,839

2,713

4,552

単位：％ 単位：％

単位：百万円

EWW

3万6千平方キロメートル（九州よりやや小さい）

2,350万人（2016年4月）
（台北市約270万人、高雄市約278万人、新北市約397万人）

台北、高雄

5,230億米ドル（2015年台湾行政院主計處）
（農業1.78%、工業35.41%、サービス業62.80%）

情報・電子、化学品、鉄鋼金属、機械

面積

人口

主要都市

名目GDP

主要産業（製造業）

貿易額

主要品目

人的往来 日本からの訪台者数約162.7万人（2015年台湾交通部観光局）
台湾からの訪日者数約367.7万人（2015年JNTO）

輸出：370億ドル（2015年JETRO）
輸入：233億ドル（2015年JETRO）
輸出：電気機器、一般機械、化学製品、金属・金属製品
輸入：原油・鉱産物、電気機器、一般機械、化学製品
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当
行
は
平
成
25
年
に
台
湾
最
大
の
金
融
機
関
で
あ
る 「
中
國
信
託
ホ
ー
ル

デ
ィ
ン
グ
」と
業
務
提
携
を
結
び
、こ
の
提
携
を
き
っ
か
け
に
日
台
連
携
に
関
す

る
セ
ミ
ナ
ー
、ミ
ッ
シ
ョ
ン
団
の
派
遣
・
受
入
な
ど
県
内
企
業
の
台
湾
へ
の
ビ
ジ
ネ

ス
拡
大
を
支
援
し
て
き
ま
し
た
。同
時
に
、
現
地
の
政
府
機
関
や
商
工
団
体
と
も

密
接
な
協
力
関
係
を
構
築
し
て
い
る
ほ
か
、
台
湾
の
フ
ァ
ン
ド
事
業
会
社
へ
出
資

す
る
な
ど
交
流
を
深
め
て
き
ま
し
た
。

　

今
回
の
台
北
駐
在
員
事
務
所
の
開
設
に
よ
り
、こ
れ
ら
の
機
関
と
の
関
係
を

強
化
し
、
製
造
・
技
術
・
サ
ー
ビ
ス
等
の
各
種
産
業
分
野
に
お
け
る
両
地
域
の
企

業
ビ
ジ
ネ
ス
拡
大
を
は
か
っ
て
い
き
ま
す
。ま
た
、ビ
ジ
ネ
ス
面
の
み
な
ら
ず
秋
田

県
の
情
報
発
信
拠
点
と
し
て
も
活
動
し
、
観
光
や
農
業
、
文
化
、ス
ポ
ー
ツ
な
ど

の
分
野
で
交
流
に
つ
な
が
る
働
き
か
け
を
行
い
、
地
方
創
生
に
向
け
た
事
業
提
案

に
取
り
組
ん
で
い
き
ま
す
。

　

ア
ジ
ア
を
は
じ
め
と
す
る
新
興
国
の

経
済
発
展
が
著
し
い
一
方
、国
内
で
は
少

子
化
の
進
展
や
人
口
減
少
に
よ
り
経
済

成
長
率
が
伸
び
悩
ん
で
い
ま
す
。こ
の

た
め
、地
方
企
業
が
成
長
し
て
い
く
う

え
で
、海
外
の
旺
盛
な
需
要
の
獲
得
が

ま
す
ま
す
重
要
に
な
っ
て
い
ま
す
。

　

当
行
で
は
、お
取
引
先
の
輸
出
入
決

済
や
海
外
進
出
に
関
す
る
ご
相
談
を
お

受
け
す
る
だ
け
で
な
く
、ア
ジ
ア
各
国
の

金
融
機
関
お
よ
び
政
府
機
関
と
提
携

し
、海
外
商
談
会
や
海
外
ミ
ッ
シ
ョ
ン

な
ど
を
開
催
し
、海
外
ビ
ジ
ネ
ス
を
支

援
し
て
き
ま
し
た
。

台
北
駐
在
員
事
務
所
開
設

台
北
駐
在
員
事
務
所
の
開
設

台
北
駐
在
員
事
務
所
の
開
設

　

そ
の
よ
う
な
中
、平
成
28
年
10
月
に

初
め
て
の
海
外
拠
点
と
な
る「
台
北
駐

在
員
事
務
所
」を
開
設
し
ま
し
た
。台

北
駐
在
員
事
務
所
の
設
置
に
よ
り
、台

湾
ひ
い
て
は
東
南
ア
ジ
ア
や
中
国
本
土

へ
の
進
出
を
検
討
し
て
い
る
お
取
引
先

に
対
し
て
、よ
り
具
体
的
な
支
援
を
行

う
こ
と
が
可
能
と
な
り
ま
す
。

　

県
内
企
業
の
成
長
は「
秋
田
の
元
気
」

そ
の
も
の
で
す
。当
行
は
台
北
駐
在
員

事
務
所
を
拠
点
と
し
て
秋
田
と
台
湾
を

つ
な
ぎ
、秋
田
の
元
気
を
創
造
し
て
ま
い

り
ま
す
。

台北市街地

開所式テープカット当行の海外提携先一覧

インドネシア
【ジャカルタ】

香港
【香港特別行政区】ベトナム【ハノイ】

中国【上海】

台湾【台北】

フィリピン
【マニラ】

提携先

国（地域）

中国

台湾

香港

ベトナム

フィリピン

インドネシア

インドネシア

都 市

上海

台北

香港特別行政区

ハノイ

マニラ

ジャカルタ

ジャカルタ

交通銀行

中國信託ホールディング

香港貿易発展局

ベトナム投資開発銀行

メトロポリタン銀行

インドネシア投資調整庁

CIMBニアガ銀行

提 携 先
所 在 地

入居ビル外観事務所周辺地図

捷運中山國中站
MRT中山國中

捷運南京復興站
MRT南京復興

台北松山空港

●公益財団法人
　交流協会

●敦北公園
●富錦公園

●HAAYA’S  COFFEE 科技服務大樓●

●慶城公園

●中山國中

●敦化財経大楼

●中國人壽大楼

民権東路三段
民権東路四段

民生東路四段

慶
城
街

民生東路三段

【宏泰金融大樓 7 階】
台北駐在員事務所

南京東路四段南京東路三段
MRT松山新店線

MRT文湖線

文
湖
線

M
R
T

捷運松山機場站
MRT松山機場

敦
化
北
路

敦
化
北
路

●
環
球
商
業
大
楼

●
台
北
富
邦
銀
行

三
菱
東
京
U
F
J
銀
行
●

松 
基
公
園
●







セミナーの模様

カードデザイン

「
能
代
南
支
店・

能
代
パ
ー
ソ
ナ
ル
プ
ラ
ザ
」

の
新
築
移
転

三
菱
東
京
Ｕ
Ｆ
Ｊ
銀
行
の
豊
富
な
知
見
や
国

内
外
に
お
け
る
顧
客
基
盤
と
当
行
の
秋
田
県
内

各
自
治
体
や
地
元
企
業
の
ネ
ッ
ト
ワ
ー
ク
を
融

合
さ
せ
る
こ
と
に
よ
り
、広
く
県
内
の
地
方
創

生
の
取
組
み
を
支
援
し
、経
済
発
展
に
寄
与
す

る
こ
と
を
目
的
に
包
括
連
携
協
定
を
締
結
し
ま

し
た
。

協
定
に
基
づ
き
、ま
ず
は
、観
光
振
興
、新
産

業
創
出
、県
産
品
の
販
路
開
拓
お
よ
び
創
業
支

援
の
４
つ
の
テ
ー
マ
に
つ
い
て
取
り
組
ん
で
ま

い
り
ま
す
。

三
菱
東
京
Ｕ
Ｆ
Ｊ
銀
行
と
の

「
地
方
創
生
に
関
す
る
包
括
連
携
協
定
」

の
締
結

9
月

「
秋
田
ノ
ー
ザ
ン
ハ
ピ
ネ
ッ
ツ

Ｑ
Ｕ
Ｉ
Ｃ
Ｐ
ａ
ｙ
」カ
ー
ド
の

取
扱
開
始

プ
ロ
バ
ス
ケ
ッ
ト
ボ
ー
ル
Ｂ
リ
ー
グ
１
部
に

所
属
す
る
秋
田
ノ
ー
ザ
ン
ハ
ピ
ネ
ッ
ツ
の
専
用

デ
ザ
イ
ン
Q
U
I
C
P
a
y
カ
ー
ド
の
取
扱
い

を
開
始
し
ま
し
た
。カ
ー
ド
ご
利
用
代
金
の
一
部

が
秋
田
ノ
ー
ザ
ン
ハ
ピ
ネ
ッ
ツ
の
ク
ラ
ブ
運
営

資
金
と
し
て
活
用
さ
れ
ま
す
。

秋
田
県
の
県
民
球
団
で
あ
る
秋
田
ノ
ー
ザ
ン

ハ
ピ
ネ
ッ
ツ
の
応
援
を
通
じ
、地
域
の
活
性
化
に

寄
与
し
て
ま
い
り
ま
す
。

（
注
）Q
U
I
C
P
a
y
と
は
、専
用
端
末
に

か
ざ
す
だ
け
で
支
払
い
が
で
き
る
ポ
ス
ト
ペ
イ

（
後
払
い
）型
電
子
マ
ネ
ー
で
す
。詳
し
く
は
店
頭

ま
た
は
ホ
ー
ム
ペ
ー
ジ
で
ご
確
認
く
だ
さ
い
。

10
月

能
代
南
支
店
・
能
代
パ
ー
ソ
ナ
ル
プ
ラ
ザ
を
旧

店
舗
敷
地
内
に
新
築
移
転
し
営
業
を
開
始
し
ま

し
た
。店
内
は
ロ
ビ
ー
を
広
く
開
放
感
の
あ
る
ス

ペ
ー
ス
と
し
た
ほ
か
、併
設
す
る
パ
ー
ソ
ナ
ル
プ

ラ
ザ
に
は
個
別
ブ
ー
ス
を
設
置
し
、資
産
運
用
や

住
宅
ロ
ー
ン
な
ど
の
ラ
イ
フ
プ
ラ
ン
の
設
計
を

よ
り
快
適
に
ご
相
談
い
た
だ
け
る
よ
う
に
し
て

お
り
ま
す
。

ま
た
、あ
き
ぎ
ん
エ
イ
ジ
フ
レ
ン
ド
リ
ー
バ
ン

ク
宣
言
の
一
環
と
し
て
、店
舗
内
の
段
差
解
消

や
座
っ
て
記
入
い
た
だ
け
る
記
帳
台
の
設
置
な

ど
、店
舗
の
バ
リ
ア
フ
リ
ー
化
を
実
施
し
て
お

り
ま
す
。

能代南支店・能代パーソナルプラザ

イ
ン
バ
ウ
ン
ド（
訪
日
外
国
人
客
）の
誘
客
促
進

な
ど
を
テ
ー
マ
と
し
た「〈
あ
き
ぎ
ん
〉イ
ン
バ
ウ

ン
ド
セ
ミ
ナ
ー
」を
開
催
し
ま
し
た
。観
光
振
興

は
交
流
人
口
・
消
費
の
拡
大
を
は
じ
め
、周
辺
事

業
へ
の
波
及
効
果
な
ど
が
期
待
さ
れ
て
い
ま
す
。

セ
ミ
ナ
ー
で
は
旅
行
会
社
の
経
営
者
か
ら
、海

外
か
ら
の
誘
客
に
取
り
組
ん
で
い
る
経
験
を
踏

ま
え
た
効
果
的
な
コ
ン
テ
ン
ツ
づ
く
り
の
要
点

な
ど
を
講
演
い
た
だ
き
、観
光
振
興
に
対
す
る
理

解
を
深
め
ま
し
た
。

〈
あ
き
ぎ
ん
〉

イ
ン
バ
ウ
ン
ド
セ
ミ
ナ
ー
の
開
催

県
や
市
町
村
が
地
方
創
生
の
一
環
と
し
て
取

り
組
ん
で
い
る「
首
都
圏
等
か
ら
の
移
住
・
定
住

支
援
活
動
」を
サ
ポ
ー
ト
す
る
た
め
、県
内
へ
の
移

住
者
に
対
し
住
宅
ロ
ー
ン
金
利
を
優
遇
す
る「
あ

き
た
移
住
・
定
住
サ
ポ
ー
ト
金
利
」の
取
扱
い
を

開
始
し
ま
し
た
。

当
該
優
遇
金
利
は
、過
去
５
年
以
内
に
県
内
へ

転
入
し
た
方
や
転
入
予
定
の
方
の
ほ
か
、東
日
本

大
震
災
で
県
内
に
避
難
し
て
い
る
被
災
者
の
方

な
ど
が
対
象
と
な
っ
て
お
り
ま
す
。

〈
あ
き
ぎ
ん
〉住
宅
ロ
ー
ン

「
あ
き
た
移
住・定
住
サ
ポ
ー
ト
金
利
」

の
取
扱
開
始
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締結式の模様

共同記者会見の模様

実機による操縦実演

本
格
的
な
ビ
ジ
ネ
ス
利
用
へ
の
期
待
が
高

ま
っ
て
い
る
ド
ロ
ー
ン
に
つ
い
て
、秋
田
県
信
用

保
証
協
会
と
共
同
で「
ド
ロ
ー
ン
産
業
活
用
セ
ミ

ナ
ー
」を
開
催
し
ま
し
た
。

セ
ミ
ナ
ー
で
は
、ド
ロ
ー
ン
の
最
新
動
向
や
新

た
な
ビ
ジ
ネ
ス
の
可
能
性
な
ど
に
つ
い
て
の
講

演
の
ほ
か
、実
機
に
よ
る
操
縦
実
演
を
行
い
ま

し
た
。

「
ド
ロ
ー
ン
産
業
活
用
セ
ミ
ナ
ー
」

の
開
催

鹿
角
市
の
人
口
増
加
と
地
方
創
生
の
取
組
み

を
支
援
す
る
た
め
、「『
結
婚
・
子
育
て
支
援
ロ
ー

ン
』の
提
携
に
関
す
る
協
定
」を
締
結
し
ま
し

た
。協
定
に
基
づ
き
、対
象
ロ
ー
ン
商
品
を
ご
利

用
い
た
だ
い
た
方
に
対
し
、市
か
ら
利
子
の
一
部

が
補
助
さ
れ
る
ほ
か
、条
件
に
よ
り
ロ
ー
ン
の
一

部
繰
上
げ
償
還
を
目
的
と
す
る
返
済
支
援
補
助

金
が
支
給
さ
れ
ま
す
。

鹿
角
市
と
の

「『
結
婚・子
育
て
支
援
ロ
ー
ン
』

の
提
携
に
関
す
る
協
定
」の
締
結

平
成
28
年

4
月

県
内
中
小
企
業
に
対
す
る
支
援
強
化
を
目
的

と
し
て
連
携
協
定
を
締
結
し
ま
し
た
。本
協
定

に
よ
り
、あ
き
た
企
業
活
性
化
セ
ン
タ
ー
の
有
す

る「
中
小
企
業
の
経
営
全
般
に
関
す
る
支
援
機

能
」と
当
行
が
有
す
る「
県
内
外
の
企
業
と
の
幅

広
い
ネ
ッ
ト
ワ
ー
ク
」を
相
互
に
活
用
し
、地
域

経
済
の
発
展
に
寄
与
し
て
ま
い
り
ま
す
。

公
益
財
団
法
人
あ
き
た

企
業
活
性
化
セ
ン
タ
ー
と
の

「
秋
田
県
内
の
中
小
企
業
等
支
援
に

関
す
る
連
携
協
定
」の
締
結

5
月

北
東
北
の
３
銀
行（
当
行
、青
森
、岩
手
）と
３

大
学（
秋
田
、弘
前
、岩
手
）は
、大
学
の
有
す
る

知
的
財
産
や
研
究
成
果
等
を
地
域
の
中
小
企
業

と
連
携
し
て
活
用
す
る
た
め
、地
域
版
Ｔ
Ｌ
Ｏ

「
ネ
ッ
ト
ビ
ッ
ク
ス
プ
ラ
ス
」を
立
ち
上
げ
ま
し

た
。産
学
金
連
携
を
強
化
す
る
こ
と
で
、地
域
産

業
の
活
性
化
や
地
方
創
生
を
実
現
し
て
ま
い
り

ま
す
。

地
域
版
Ｔ
Ｌ
Ｏ

「
ネ
ッ
ト
ビ
ッ
ク
ス
プ
ラ
ス
」

に
関
す
る
協
定
の
締
結

7
月

「
北
秋
田
市
ま
ち
・
ひ
と
・
し
ご
と
創
生
総
合

戦
略
」の
実
現
に
向
け
た
プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
推
進
に

取
り
組
む
た
め
連
携
協
定
を
締
結
し
ま
し
た
。

北
秋
田
市
が
推
進
す
る
様
々
な
事
業
に
対
し
、

当
行
が
持
つ
金
融
機
能
や
ネ
ッ
ト
ワ
ー
ク
を
活

用
す
る
こ
と
で
、地
方
創
生
の
実
現
に
向
け
た

取
組
み
を
連
携
し
て
進
め
て
ま
い
り
ま
す
。

北
秋
田
市
と
の

「
地
方
創
生
プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト

推
進
連
携
協
定
」の
締
結

6
月

8
月
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不良債権への対応

※1 【破産更生債権及びこれらに準ずる債権】
　破産手続開始、更生手続開始、再生手続開始の
申し立て等の事由により、経営破綻に陥っている
お取引先に対する債権およびこれらに準ずる債
権です。

※2 【危険債権】
　お取引先の財政状態および経営成
績が悪化し、契約にしたがった債権の
元本回収および利息の受取りができ
ない可能性の高い債権です。

※3 【要管理債権】
　3か月以上延滞債権および貸出
条件緩和債権（金利の減免や利息の
支払い、元本の返済を猶予した貸出
金など）です。

　当行では、従来より貸出資産の健全化に積極的に取り組
んでおります。具体的には、本部内に設置している「企業経
営支援室」をはじめ、各営業店において企業の経営改善に
向けた各種支援活動を積極的に行っております。
　平成28年9月期の与信費用は、不良債権処理費用が増
加したことから、前年同期比7億円増加し2億円となりま
した。
　また、平成28年9月末の不良債権額（金融再生法開示
債権ベース）は412億円ですが、この不良債権が将来回収
不能となった場合の備えである保全額（貸倒引当金、担保・

保証）は366億円であり、その保全率は88.72％と、高い
水準を確保しております。
　なお、金融再生法開示債権のうち、危険債権および要管
理債権は、現在事業を継続されているお取引先への債権で
すので、すべてが回収不能に至るものではありません。仮
に、金融再生法開示債権がすべて回収不能になった場合、
追加で必要な不良債権処理費用は46億円（金融再生法開
示債権412億円－保全額366億円）ですが、「利益剰余
金」（1,120億円）だけでも十分対応可能な水準です。　

資産の健全化 AKITA BANK REPORT 2016
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用
語
解
説

400
平成28年
3月末

平成27年
9月末

1.00

500 2.00

600 3.00

700 4.00

800 5.00

不良債権比率 金融再生法開示債権

（単位：億円）

（単位：億円） （単位：％）

平成26年
9月期

不良債権処理費用
一般貸倒引当金戻入益

一般貸倒引当金繰入額

※与信費用＝不良債権処理費用＋一般貸倒引当金繰入額
　　　　　　－一般貸倒引当金戻入益

与信費用

25

15

5

-25

-15

-5

■ 償却・引当の状況 ■ 金融再生法開示債権推移

平成27年
9月期

20

6

-11

平成28年
9月期

22

-10

-17-17

平成28年
9月末

2.49

412

0

-5-5
8

18

2.57

415

2.69

428

区　分

破産更生債権及び
これらに準ずる債権（※1）0.8％

危険債権（※2）

要管理債権（※3）

合　計

残高
（Ａ）

保全
（Ｂ）＋（Ｃ）＝（D）担保・保証等（Ｂ）貸倒引当金（Ｃ）

保全率

133

275

4

412

133

231

2

366

38

184

2

223

95

47

1

142

100.00

83.82

51.85

88.72

注１／単位未満四捨五入　注２／保全率＝（Ｄ）÷（Ａ）×100

正常債権
1兆6,095億円
97.5％

（単位：億円）

（％）

0.0％

1.7％

平成28年9月末現在

■ 金融再生法開示債権の状況

金融再生法開示債権に対する保全の状況



　経常利益は、コア業務純益の減少と与信関係費用の増加に
より、14億円減少の38億円となり、中間純利益は、7億円減少
の28億円となりました。

　当行は、日本格付研究所（ＪＣＲ）から長期発行体格付について
格付けランクの上位に位置する「Ａ+」を取得しております。
　「Ａ」は、「債務履行の確実性は高い」と定義されており、当行の
財務内容の健全性が評価されていることを示しております。

　自己資本比率は、リスク・アセットの増加により、前期末比
0.20ポイント低下し、11.28％となりましたが、従来に引き続
き国内基準行に求められる４％を大きく上回っております。

収益性・健全性 AKITA BANK REPORT 2016
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【コア業務純益】

　コア業務純益は、役務取引等利益の減少などにより、前年同期比
4億円減少し、45億円となりました。

　銀行本来の業務（預金、貸出、為替、有価証券など）から得られた利益であ
る「業務純益」から、期ごとに特殊な要因で大きく変動する「一般貸倒引当金
繰入額」と「国債等債券関係損益」を除いたもので、「銀行の基本的な利益」
を示します。

用
語
解
説

【自己資本比率】
　貸出金などの資産（リスク・アセット）に対する自己資本の割合で、銀行の
健全性を示す指標のひとつです。海外に営業拠点を有する銀行は国際統一
基準で8％以上、海外に営業拠点を持たない銀行（当行）は国内基準で4％以
上を維持することが求められています。

用
語
解
説

【格付け】
　格付けとは企業が発行する債券が「約束通りに元本および利息が支払わ
れる確実性の程度」を利害関係のない第三者（格付け会社）が判断し、その
結果を簡潔な記号にしたものです。なお、このランクが上位に位置するほど
安全性が高いとされています。

用
語
解
説

コア業務純益（※）…45億円

自己資本比率（※）（単体）…11.28％

経常利益…38億円 中間純利益…28億円

格付け（※）…A＋

■ コア業務純益の推移

（単位：億円）
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■ 経常利益と中間純利益の推移
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■ 単体自己資本比率の推移

（単位：％）
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安
全
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平成26年
9月末

平成27年
9月末

■ 貸出金残高

（単位：億円）

　事業先向け、個人ローン、地公体向けともに増加したことにより、
前年同期末比634億円増加し、1兆6,405億円となりました。
　平成28年9月末における貸出金残高に占める中小企業等向
け貸出金の割合は51.8％となっております。
　また、秋田県内における当行取引シェアは、53.5％と高い水
準を維持しております。

15,000

18,000

3,000

6,000

9,000

12,000

0
平成28年
9月末

8,498

16,405

8,2978,067

15,77115,466

貸出金 うち中小企業等向け貸出金

■ 個人ローンの推移

　個人ローンは、住宅ローンが132億円増加した
ことを主因として、前年同期末比148億円増加し、
3,465億円となりました。

3,500

3,000

2,500

2,000

1,500

1,000

500

0
平成26年9月末 平成27年9月末

（単位：億円） 個人ローン うち住宅ローン

■ 秋田県内シェア（金融機関別）

平成28年9月末

3,465

3,215
3,317

3,221
3,0833,001

■ 県内外別■ 貸出先別

AKITA BANK REPORT 2016貸出金の状況

個人ローンの状況

貸出金の状況

平成28年6月末

●他行／都銀・地銀・第二地銀
●その他／信用金庫・信用組合
 ［資料：預金・貸出金一覧〈（株）日本金融通信社〉ほか］

平成28年9月末

県内向け貸出金内訳

平成28年9月末

うち中小企業向け
3,501億円
（29.7％）

うち個人向け
3,382億円
（28.7％）

その他（地公体ほか）
4,907億円
（41.6％）

その他
7.2%

他行
39.3%

当行
53.5%

中小企業等
向け貸出金
51.8%

その他
3,853億円
23.5%

中小企業向け
4,837億円
29.5%

個人向け
3,661億円
22.3%

地方公共団体向け
4,054億円
24.7%

秋田県内向け
11,790億円
71.9%

秋田県外向け
4,615億円
28.1%
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■ 預金残高

（単位：億円）

平成26年
9月末

平成27年
9月末

平成26年
9月末

平成27年
9月末

　個人預金、法人預金のほか、地公体からの預金が増加したこ
とから、前年同期末比439億円増加し、2兆6,048億円とな
りました。
　平成28年9月末の預金・譲渡性預金残高に占める秋田県
内残高の割合は88.2％となっております。
　また、秋田県内における当行取引シェアは、56.6％と高い
水準を維持しております。

25,000

10,000

5,000

15,000

20,000

0

預金・譲渡性預金 うち個人預金

■ 貸出金残高

（単位：億円）

　事業先向け、個人ローン、地公体向けともに増加したことにより、
前年同期末比634億円増加し、1兆6,405億円となりました。
　平成28年9月末における貸出金残高に占める中小企業等向
け貸出金の割合は51.8％となっております。
　また、秋田県内における当行取引シェアは、53.5％と高い水
準を維持しております。

15,000

18,000

3,000

6,000

9,000

12,000

0
平成28年
9月末

8,498

16,405

8,2978,067

15,77115,466

貸出金 うち中小企業等向け貸出金

平成28年9月末平成26年9月末 平成27年9月末

（単位：億円） 公共債残高 投資信託残高 生命保険残高

　預り資産は、生命保険の販売が順調に推移したこ
とから、前年同期末比83億円増加し、2,255億円
となりました。

■ 秋田県内シェア（金融機関別） ■ 預金者別

■ 個人ローンの推移 ■ 預り資産残高の推移

【預り資産】用
語
解
説

　公共債、投資信託、生命保険など金融商品を総称して
「預り資産」と呼んでおります。また、個人年金保険、一時
払終身保険を総称して「生命保険」と呼んでおります。

　個人ローンは、住宅ローンが132億円増加した
ことを主因として、前年同期末比148億円増加し、
3,465億円となりました。
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0
平成26年9月末 平成27年9月末

（単位：億円） 個人ローン うち住宅ローン

■ 秋田県内シェア（金融機関別）

平成28年9月末

3,465

3,215
3,317

3,221
3,0833,001

■ 県内外別■ 県内外別

平成28年
9月末

26,048

16,682

25,609

16,627

25,115

16,327

■ 貸出先別

AKITA BANK REPORT 2016AKITA BANK REPORT 2016 預金・預り資産の状況貸出金の状況

個人ローンの状況 預り資産（※）残高の推移

預金の状況貸出金の状況

平成28年6月末

●他行／都銀・地銀・第二地銀
●その他／信用金庫・信用組合
 ［資料：預金・貸出金一覧〈（株）日本金融通信社〉ほか］

平成28年9月末

県内向け貸出金内訳

平成28年9月末

うち中小企業向け
3,501億円

（29.7％）

うち個人向け
3,382億円

（28.7％）

その他（地公体ほか）
4,907億円

（41.6％）

その他
7.2%

他行
39.3%

当行
53.5%

中小企業等
向け貸出金
51.8%

その他
3,853億円
23.5%

中小企業向け
4,837億円
29.5%

個人向け
3,661億円
22.3%

地方公共団体向け
4,054億円
24.7%

秋田県内向け
11,790億円
71.9%

秋田県外向け
4,615億円
28.1%

秋田県内
22,971億円
88.2%

秋田県外
3,077億円
11.8%

平成28年6月末 平成28年9月末 平成28年9月末

県内預金内訳

うち個人
15,320億円

（66.7％）

うち法人
4,779億円

（20.8％）

その他
2,872億円

（12.5％）

その他
3,286億円
12.6%

個人
16,682億円
64.1%

法人
6,080億円
23.3%

その他
9.0%

他行
34.4%

当行
56.6%

●他行／都銀・地銀・第二地銀
●その他／信用金庫・信用組合
●譲渡性預金は含まれておりません。　［資料：預金・貸出金一覧〈（株）日本金融通信社〉ほか］
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